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次の災害に備え「受援力」の向上を
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　「大災害の時代」と言われて久しい。毎年のように全国のど
こかで災害が発生している。前の災害の教訓を活かす間もな
く次の災害に直面している。昨年、能登半島では元日の地震
で被害を受けた地域を更に風水害が襲い、一層大きな被害
をもたらす事態も起きた。
　このように災害が頻発化し、激甚化している状況では、単独
の自治体だけでは災害に対処することが難しい。当然、国・他
自治体やボランティアなどの支援を受けることが必須となる。
しかし、この「支援を受ける」ということが実は簡単ではない。
　災害が頻発している昨今、国や多くの関係機関、自治体、ボ
ランティアなどは被災自治体に対する支援経験が豊富であ
る。言うなれば「支援慣れ」している。一方、被災自治体は初め
て災害に直面するケースも多く、初めて支援を受ける状況に
なる。この経験の多寡が迅速で円滑な支援の妨げとなる。
　ある地域で災害が発生すると、被災自治体は当初混乱し
た状態となる。自らも被災しており、情報の収集などで手いっ
ぱいである。十分に情報を収集・集約できないことも多い。一
方、国や他地域の自治体・ボランティア等は、経験を活かして
速やかに被災地への支援に動き出す。混乱している被災地と
速やかな支援を行いたい被災地外の地域、このギャップが発
災当初、「受け入れ体制ができていないから支援を断る」とい
う残念な結果を生む。このような結果を招かないためには、
平素から皆が、支援を受ける力、すなわち「受援力」を養って
おくことが重要である。この受援力は、県等や市区町村などの
自治体や自治会・町内会、個々の施設などさまざまなレベルで
必要とされる。とりわけ他地域からの支援の最初の窓口とな
る県レベルでの受援力が重要である。
　災害発生時、まず優先されるのは人命救助である。これは
主として警察、消防、自衛隊、海上保安庁といった実動機関が
行う。速やかに被災地所在・近傍の部隊が活動を開始すると
ともに、被害規模に応じて全国から応援部隊が駆けつける。こ
の応援部隊を迅速かつ効率的に被災地に投入できるかどう
かが人命救助の鍵となる。望ましくは自治体が各機関の活動
を統括・調整する。最低でも被災地域や進出経路、活動拠点、
関係機関の現況などを整理して実動機関に提供する。これが
まず人命救助に必要とされる受援力である。
　次に物資支援に関する受援力である。災害発生当初の物
資支援はプッシュ型支援となる。これも経験を積んだ結果、か
なり早い段階で物資が届くようになっている。一方、混乱して

いる自治体は受け入れ体制が整わず、断ってしまう例もある。
物資は時間の経過に従って必ず足りなくなる。災害発生当初
から被災地近傍に受け入れておかなければならない。このた
め、平素から近隣自治体と調整して周辺自治体に一旦物資を
集積できるような仕組みや、広域物流業者等と協定を結んで
必要な支援を受けられるような仕組みを作っておくことが必
要である。この際、周辺自治体の集積地で物資の仕分けにあ
たってくれるボランティアを受け入れることも有効である。こう
いった物資支援に関する受援力が必要である。
　三つ目に人的支援に関する受援力である。人的支援には、
他自治体からの応援職員やボランティア、医療・保健・福祉・
介護・公衆衛生・法律相談等々、生活全般にわたるさまざまな
分野の支援がある。県等の各部署が被災市区町村の部署と
連携をとって、所要の人員を受け入れ、必要とする場所で活動
してもらわなければならない。特に、役所への応援職員は行
政事務経験もあることから、被災自治体の一員として戦力化
できることが災害対策本部の継続的な運営のため極めて大
切である。平素から、被災時に支援を受けるべき業務の整理
やPCなどの事務用品の手配等、受け入れのための準備を進
めておくことが必要である。
　以上、人命救助、物資支援、人的支援の受援力について述
べた。福祉の世界では、介助の際に介助者が背負いやすい背
負われ方というものがあるそうだ。災害発生時に支援しようと
する側が円滑に支援できる態勢、それが受援力であり、それ
は全て平素の準備にかかっている。現在、国レベルでは防災
庁に関する議論が進められている。防災庁には、災害時に自
らが前面に出るよりも、県等の災害対処能力を向上させる取
組を期待している。その一つとしてぜひ「受援力の向上」にも
取り組んでいただきたいと思う。
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